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Ⅲ　新展開期における訴訟の動向
1学校財政制度訴訟の増加
アメリカ学校財政制度訴訟の動向を新展開期の開始といわれる1989年から約15年を経た2005年
までの期間において判決を下した州の一最高裁判所の数でみると－，33州の最高裁判所が判決を下して
いる0その内訳は違憲判決が21凡合憲判決が12州である（複数回の判決を下した裁判所もあるが，
ここでの違憲・合憲判決の区別は最初の判決の合憲性判断による。以下同じ）。この数字を「生成期」
と「展開期」の判決数と比べてみると，これら2つの時期である1971年から1988年までに判決を下
した州の州最高裁判所の数は23州である。その内訳は違憲判決が8州であり，合憲判決が15である1）。
こうしてみると，新展開期の時期は，州最高裁判所の判決数も大幅に増え，また，違憲判決が優勢
を占めるに至っている時期であることが分かる。また，数が増えているだけでなく，その影響力も少
なくない。学校財政制度訴訟を「ブラウン判決の真の遺産になるかもしれない」2）とする見解もある
が・それだけ学校財政制度訴訟とその判決が，学校財政の問題にとどまらず，社会改革の一環として，
とりわけ社会的経済的に恵まれない状況にある子どもたちの教育の改善を通して，アメリカの教育を
変革する可能性を秘めているということであろう。
2　新展開期の訴訟と判決の特徴
1）ほぼ全州にわたる訴訟
ここで新展開期の州最高裁判所の判決の特徴をみておこう。その第1は，学校財政制度訴訟が全州
的な広がりをもって展開されていることである。2005年までの時点において学校財政制度訴訟が提
起されていない州は，デラウェア，ハワイ，ミシシッピー，ネヴァダ，ユターの5州のみである。学
校財政制度訴訟が争われている45州の提訴の状況（地裁を含む）をみると，新展開期の時期に新た
に提訴された州が19州（アラバマ，アラスカ，フロリダ，イリノイ，アイオア，ケンタッキー，ル
イジアナ，メイン，マサチューセッツ，ミネソタ，ミズーリ，ネブラスカ，ニューハンプシャー，ノー
スダコタ，ロードアイランド，サウスダコタ，テネシー，ユタ一，ヴァージニア州），生成期・展開
期に引き続き提訴されている州が23州（アリゾナ，アーカンソー，カリフォルニア，コロラド，コ
ネティカット，ジョージア，アイダホ，カンザス，ミシガン，モンタナ，メリーランド，ニュージャー
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ジー，ニューヨーク，ノースカロライナ，オハイオ，オレゴン，ペンシルヴェニア，サウスカロライ
ナ，テキサス，ワシントン，ウェストヴァージニア，ウィスコンシン，ワイオミング州），そして
生成期・展開期において合憲判断を下した裁判所が新展開期においては違憲判断を下した州が7州あ
る（モンタナ，アリゾナ，アイダホ，ニューヨーク，メリーランド，オハイオ，ノースカロライナ）。
さらに，同じ州最高裁判所が複数回の判決を下している例，とりわけ違憲判決の場合に少なくないの
も特徴である（その典型的な事例は，ニュージャージー州のアポット判決，テキサス州のエッジウッ
ド判決である）3）。
かくも学校財政制度訴訟が広がっているのは，学校財政制度が依然として重大な問題をかかえ，そ
れに対する問題解決への手段として訴訟に頼らざるをえないことがあるからである。オーゲンブリッ
クらは，1970年代の隆盛の後，1980年代には沈滞していた学校財政活動や関心が1990年代に入り再
び活発化しているとし，その理由として，第1に，過去20年間における学校財政活動が学区間の財
政公平に期待されたほどの成果をあげていないこと（納税者に対する財政負担の公平はそれをりF改善
がみられるものの，生徒に対する財政支出の画において依然として学区間格差が大きい），第2に，
教育改善のための州の新たな資金援助はむしろ不平等を強めるものであること，第3に，多くの州の
補助システムが古くなって，環境の変化に対応するようなものでなくなっていることをあげている。
そして，そうした学校財政制度の問題への解決策として訴訟が提起され，判決が出され，州議会が制
度改革を実施するという形でふたたび学校財政活動が盛んになり，また，それに対する関心も高まっ
てきていると指摘する4）。
オーゲンブリックらの指摘は，新展開期が始まって間もない1991年の時点の指摘であり，その限
りで学校財政制度訴訟の公平の側面を指摘したものである。しかしながら，その後の訴訟は，後に
オーゲンブリックらが認めたように，「単純な公平概念からより洗練された概念〈生徒個人や学校・
学区のニーズに感応するような概念〉」へとその争点を変えながら5），そしてその限りで質的な転換
を遂げつつ，全面的な展開を示しているといえよう。
2）法的根拠としての教育条項
新展開期訴訟の第2の特徴は，州憲法の教育条項を基にした学校財政制度訴訟が多いということで
ある。もちろんすべての訴訟がそうだというわけではない。33州の訴訟のうち教育条項を基に判決
が下されたのは15州，教育条項と平等条項の併用が7州，平等保護条項のみ5州，その他（財政条
項など）6州である。生成期（1971年～73年）の訴訟の法的根拠が平等保護条項であり，展開期（1973
年～88年）のそれが教育条項と平等保護条項の併用が多かったことを考えると，新展開期には教育
条項適用の多さが目立つ。
連邦憲法・州憲法の平等保護条項を用いて原告が敗訴した連邦最高裁判所のロドリゲス判決6）の直
後において州憲法の教育条項を根拠として新たな方向を示したのが，ニュージャージー州のロビンソ
ン判決（1973年）7）であることはすでに述べたが，新展開期の先駆けとなったヘレナ初等第1学区判
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決8），ローズ判決9），そしてエッジウッド判決10）のいずれもが州憲法の教育条項を用いての判決であ
る0とりわけ違憲判決の場合には教育条項を用いた判決が多い。すなわち21州の違憲判決のうち教
育条項を用いた判決は13州である。これに対して12州の合憲判決のうち教育条項を法的根拠とした
判決は2州である。
ロドリゲス判決が，合衆国憲法に教育条項がないことを理由に，教育の基本的権利論を否定した事
情とは異なり，各州には州憲法に教育条項が定められており，そのなかで教育は州の主要な責任であ
るとされてきたのである。いわば，州は憲法上の教育責任を回避できないわけである。新展開期にお
ける州最高裁判所の判決においても教育条項の存在を理由に，学校財政制度のあり方について州の責
任を問う判決が，とりわけ違憲判決に多いのもそうした理由によると考えてよいであろう。ただし教
育が基本的権利であることを認める判決はまだ少ない。
平等保護条項ではなく，教育条項を法的根拠とした場合にどのような利点があるのかをマキュジッ
ク（McUsic，M．，）の見解を参考にすれば，次のようなものである11）。第1に，平等保護条項を根拠
にした訴訟においてもっとも厄介な問題である教育費と教育の質の相関関係の問題を回避できること
である。学校財政制度訴訟は教育費の学区間格差を出発点としており，そこには教育費の格差は教育
の質の格差となって表れるという前提がある。しかしながら，両者の関係は多くの要因が複雑に絡み
合っているために今なお明確な解答が出されていない。生成期と展開期において教育費と教育の質の
関連を認めた判決にしても，その推論は専門的な立場からの証拠を基にしているというよりは，「常
識と経験的考慮」に基づくものであることが多い。したがって，教育費と教育の質の相関関係を否定
する判決も少なくない。肯定論に立つにしても蓋然的な相関関係論にとどまっていることは否定でき
ず，その点が平等保護条項を法的根拠にした訴訟の問題であり，弱点であった。
各州憲法の教育条項は，文言の上では，平等な「教育」の質（それは教育費で示される）を求めて
いるというよりは，平等な，画一的な，あるいは効率的な「公立学校制度」を求める規定が一般的で
ある。したがって，問題は，学区間の教育費の相違ではなく，憲法の規定に定められた公立学校制度
が実施されているかどうかである。換言すれば，施設，カリキュラム，教員数と生徒数の比率，そし
て資金など教育の実体が問題とされるのであり，そこに実体的差異があれば，それは憲法が禁止する
ものとなるわけである。こうした点に教育条項を用いることの第1の利点がある。
第2の利点は，教育条項の解釈に幅をもたせることができることである。裁判所は，教育条項を
学校は平等な条件で設置されなければならないと定めていると述べることもできるし，学校は最小限
の質の基準を充たすものでなければならないと定めていると解釈することもできる。このように裁判
所に解釈の幅を与え，司法判断適合性を可能とすることも利点の1つである。逆に言えば，「教育条
項の争いになったので，裁判所は自らの基準を明確に示し，それが意味する説明を求められるように
なった」12）といえるわけである。
ただし救済手段としての裁判所の役割の増大については三権分立の観点から批判も少なくない。新
展開期においてもロードアイランド州とイリノイ州の最高裁判決が教育の問題は裁判所の権能の領域
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外の問題であるとして原告の訴えを棄却している13）。こうした問題を含んでいるものの，平等保護条
項ではなく教育条項を法的根拠とすることに上記のような利点がある。
3）適切・妥当性論に基づく訴訟
新展開期における訴訟の第3の特徴は，学校財政制度訴訟の争点が教育費の学区間格差の問題から
学区や学校で行われている学校財政制度や教育が果たして適切・妥当なものかどうかという「適切・
妥当性訴訟の新しい波」14）にシフトしていることである。また，適切・妥当性論の登場によって原
告勝訴の確率が高くなっており15），そのことが提訴を促している1つの要因となっているといえよ
う。そしてそのシフトの法的要因として学校財政制度訴訟が教育条項を法的根拠として争われるよう
になったことがあげられる。もっとも州憲法の教育条項において適切・妥当という意味のadequate
の用語を用いている州憲法は，フロリダ州憲法（「適切な教育が均一な無償の公立学校制度のために
法によりなされなければならない」《9条1節≫）とジョージア州憲法宜市民に対する適切な教育は
ジョージア州の主要な責任である」《8条1節》）のみである。したがって，2州を除いて適切・妥当
性論も州憲法の規定そのものから導かれる言葉というより，教育条項の解釈により導かれる用語であ
る。
そうした憲法上の文言もあり，当の訴訟が適切・妥当性を争点とした訴訟なのか，それとも公平訴
訟なのかは，そのことを示した1部の判決を除いて，明確に分類することが難しいところがある。適
切・妥当性訴訟をあくまで公平訴訟の一環としてとらえる見解も有力である。本論においても適切・
妥当性論は，基本的には公平原則を含んだもの，というより基礎としていると理解することにしたい。
ウェスト（West，Martin．R．，）らの分類によれば，新展開期における33州の州最高裁判所のうち，
適切・妥当性が争われた訴訟は22軋従来型の公平訴訟が争われたのは12州である16）0この分類で
は適切・妥当性訴訟とは州憲法の教育条項がミニマムな教育の質を保障していること，公平訴訟とは
平等保護条項を用いての訴訟，あるいは公平に重点を置いた訴訟であることを基準に分類している。
ちなみに，こうした分類の基準が現在のところ，多数説といってよいであろう。そのように理解する
とすれば，新展開期の訴訟の多くは，適切・妥当性を争う訴訟といってよいであろう。
このように適切・妥当性論をミニマムな教育の質の保障であるとしたときに，公平論と比較した場
合の適切・妥当性論の利点をあげると，1990年代初期の訴訟を検討したマキュジックによれば，以
下のような点である17）。
第1に，ミニマム基準は，ミニマムな教育を求めるのであって，平等な教育を求めるのではないの
で，裁判所は，州の財政制度を無効にすることなく，あるいは健全な学校運営を行っている学区や裕
福な学区を侵害することなく，基準以下の学区への追加的財政資金の支出その他の救済措置を命ずる
ことができる。ロドリゲス判決においても，もし原告が学区間の相対的な格差の主張ではなく，テキ
サスの公立学校が「子どもたちに言論の権利と政治への十全な参加の権利に必要な基礎的なミニマム
なスキルを獲得する機会を与えていない」18）ことを立証すれば，勝訴する可能性があったことを示唆
・アメリカ学校財政制度訴訟の新展開（2）一平等論から適切・妥当性論への志向－（白石）　35
している。換言すれば，ミニマムな教育という考え方は司法判断適合性を可能とする論拠であるとい
うことである。
第2に，ミニマム基準は，学校のローカル・コントロールを損なうことが少ないため地方の当事者
を脅かすことが少ない。とりわけ裕福な学区を母体とする州議会議員をして彼らの利益を損なう財政
制度を制定させるような状況を回避できる。生成期・展開期において合憲判決を下した裁判所が教育
費の学区間格差を教育のローカル・コントロールで容認している場合が少なくないが，ミニマム基準
はそうした問題を生ずることが少ないというわけである。
第3に，ミニマム基準の利点は，アウトプットでもって学校財政の目的や成果を評価できる点であ
る0原告にとっては，教育費の支出額の問題も重要な関心事であるが，それ以上に教育費が購入する
教育の量の方に関心があるであろう。アウトプット基準を用いた場合，原告は憲法上保障された教育
のレベルを要求できるし，裁判所はその基準をもって問題を審理できることになる。
アウトプット基準を用いた場合の利点は，＿いくつかある。その1つは，社会的経済的に恵まれない
子どもたちの教育を確保できることである。そうした子どもたちの教育，たとえば，学力不十分な子
どもたちにミニマム水準の教育費を保障することでよしとするのではなく，一定のレベルの教育の保
障を求めることができる。2つめは，学区間の教育費の相違が考慮されることである。たとえば，大
都市の教育には通常の地域の教育と異なり，物価水準が高いことに加えて，教育困難な子どもが多い
ことや，施設・設備が老朽化していることなどさまざまな教育問題に起因してより多くの教育費が必
要とされる。にもかかわらず州の補助金は通常はそうした点への配慮が少ないため，いわゆる教育費
の都市の過重負担の問題が発生している。アウトプット基準を用いることによって，大都市学区の学
校にも一定の水準の教育成果が求められるので，そのために必要な経費が州補助金のなかで考慮され
ることになる。3つめは，上で述べたことにも関連するが，アウトプット基準は，裁判所を教育者あ
るいは議員の役割から解き放つことにより裁判所の裁定の正当性を高めることである。裁判所は，教
育条項はある一定のレベルの教育を求めているのであって，特定の教育費の支出を求めているわけで
はないと裁定することによって，そのレベルをどのようにして達成すべきかの問題を議会や教育者に
委ねることができるのである。
ミニマム基準は，生成期・展開期の訴訟のなかでも学校財政制度訴訟の合憲性を判断する際の1つ
の法理として確立している。ただし，平等基準，そして平等基準を発展させた公平基準論が有力で
あった生成期・展開期にはミニマム基準論はそれほど強く主張されなかった。というよりミニマム基
準論は批判の対象であった。たとえば，ミニマム基準を用いて合憲判決を下したロドリゲス判決につ
いては，判決のなかで反対意見を執筆したマーシャル判事は，「法廷多数派の意見は，憲法上正当化
できない教育の不平等問題を放置して，ただ最小限度の教育でよしとするものだ」という批判をして
いるし19），あるいは「ミニマムを求める判決は……すべての者に対する教育機会の平等という目的か
らの一般的な社会的な後退を意味するものであろうし，60年代の平等主義に終止符を打ち，自由主
義への方向を示すものであろう」というレビン（Levin，Betsy）20）の批判がある。
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新展開期におけるミニマム基準についても同様な批判が当てはまることは否定できない。ただし生
成期・展開期のミニマム基準は基礎的なミニマムスキルを与えることを目的としたものであったのに
対し，新展開期のミニマム基準は，カリキュラム，教材，教員，施設・設備，教育予算において，よ
り高い水準のミニマムを目的とするものであり21），そしてまた学力の向上などアウトプットとの関連
が求められるために，ミニマムの基準がより具体的かつ包括的なものになっているといえよう。
4）審査基準としての「教育実体論」
新展開期の訴訟の第4の特徴として，合憲性判断の審査基準が生成期・展開期のそれとは異なって
いることがあげられる。すなわち，生成期・展開期には学校財政制度合憲性審査の判断基準として，
厳重審蚤　合理性テスト，そして中間テストが用いられた。そしてそうした審査基準を用いる前提の
判断基準として，教育の基本的権利論，教育費の学区間格差を生ずる学校財政制度は疑わしき差別
になるかどうかという差別の疑わしを論，そして学区の意思決定を尊重する教育のロト「カル・コント
ロール論が援用された。そうした意味で生成期・展開期の学校財政制度訴訟には体系的な法理の構造
が見出されたのである22）。
新展開期においてもこうした従来の審査基準や判断基準を用いた判決もあるが，多くはそうした審
査基準や判断基準を用いていない。むしろ当該学区や学校の実態を検討した上で判決を下している。
換言すれば，「焦点は審査基準の問題より州の教育条項の実体となっているかどうか」23）に移ってい
るのである。こうした新しい基準を仮に教育実体基準と名づけておこう。ちなみに新展開期において
従来の審査基準や判断基準を用いた判決数は5州であり，教育実体基準を用いた州は27と後者のほ
うが多くなっている。その意味で学校財政制度訴訟の審査基準が形式的な基準から実体的基準へシフ
トしているといってよいであろう。
そして教育実体基準が用いられるときに強く主張されるのは公教育を実施する州の責任である。い
うまでもなく州の責任を問う判決は違憲判決に多い。その結果，教育支出についての州の監視（モニ
タリング）の増加や教育システムの基準についての要件の強化など州の権限や関与の増加が見られる
ようになった。学区の教育運営や管理に問題があれば，州の関与も必要であろう。しかしながら，そ
のことは，自らの地域の教育についての決定や地方税率の決定などの面において地方の自治を減少さ
せていることも否定できず，教育のローカルコントロールを弱めることにもなっている別）。生成期・
展開期において教育費格差の容認理由ともされた教育のローカルコントロール論であったが，新展開
期においては教育実体に問題があれば地域差は容認されなくなったのである。
Ⅳ　適切・妥当性訴訟と判決の類型
1教育条項の解釈としての「適切・妥当性」
新展開期における学校財政制度訴訟の争点が適切・妥当性（adequacy）にあるといっても州憲法
の教育条項にadequateの用語を用いているのは，フロリダ州の憲法とジョージア州の憲法のみであ
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る。そして，これら2つの州の学校財政制度訴訟では原告が敗訴している。したがって，憲法上の用
語から適切・妥当性訴訟の成否を判断することは難しく，あまり意味のないことかもしれない。
新展開期における適切・妥当性訴訟・判決の喘矢となったのはケンタッキー州最高裁判所のロー
ズ判決であるが，ケンタッキー州憲法の教育条項にはadequacyの用語はない。学校制度の設置につ
いて州憲法の教育条項183節で「州議会は，適切な（proper）立法により，州全域にわたる効率的な
（ef五cient）コモン・スクール制度を用意しなければならない」と定めているのみである。したがって，
訴訟では「効率的な制度」の解釈が争点となった。判決は，「効率的な制度」とは一元的で（un血・y）
で，均一で（uniform），適切・妥当な（adequate），そして適切に（properly）管理された制度である
というアレクサンダー（AlexanderK．，）の見解を援用し25），適切な教育を受ける権利は基本的権利で
あるとした上で，効率的な制度と適切・妥当性の考え方に論理的なつながりを見出している。そし
て，ケンタッキー州の教育実体を検討した上で，同州の教育は，適切ではなく，非効率的な学校制度
になっており，教育条項に違反すると論じたのであるJ
ローズ判決の適切・妥当性論に続いたのは，ニューハンプシャー州，アラバマ軋　マサチューセッ
ツ州の各判決でいずれも違憲判決であり26），どの裁判所も各州憲法の教育条項の下に，それぞれ州の
学校財政制度や学校制度は憲法上，不適切であると論じ，州議会への制度改革の指針をローズ判決が
示した適切な教育の定義に依拠して示したのである27）。
このように州最高裁判所は憲法の規定にはない「適切・妥当性」という文言を憲法の条文から導き
出し，その観点から学校財政制度や学校制度の合憲性を判断するという形をとっており，それゆえ，
判決が「適切・妥当性」論を採っているのか，それとも「公平論」を採っているのか，明確でない判
決も少なからず存在するわけである。換言すれば，新展開期における学校財政制度の争点が制度の適
切・妥当性の問題にシフトしているといっても，それはまた公平の問題も含んだ形で展開していると
いうことである。
では新展開期において，少なくとも適切・妥当性を争点とした訴訟と判決は，適切・妥当性と公
平の関連をどのような形で理解しているのかが問題となるが，プライフォールト（BriffaultR．，）は，
適切・妥当性を基本として，それに公平性がどのように関連するかの観点から，次のように3つの
型に分類している。すなわち，1）ミニマムな要件が充たされていれば不平等の存在を問わない適
切・妥当性論（AdequacyasInequalityExcusedorMitigated．以下，ミニマム適切・妥当性論とい
う），2）貧困学区の水準を平均の水準まで引き上げることを求める適切・妥当性論（Adequacyas
EquityMinus．以下，特定地域限定的適切・妥当性論という），3）公平性を加味した適切・妥当性
論（AdequacyasEquityPlus．以下，公平性を加味した適切・妥当性論という）である。以下に，そ
れぞれについて説明する28）。
38　　　アメリカ学校財政制度訴訟の新展開（2）一平等論から適切・妥当性論への志向－（白石）
2　適切・妥当性論の類型
1）ミニマム適切・妥当性論
ミニマム適切・安当性論を争点にした判決として，1990年代においてメイン州，ミネソタ州，そ
してネブラスカ州の判決がある29）。いずれも合憲判決であるが，各最高裁判所は州の学校財政制度
は適切・妥当であると判示して，平等を求める訴えを退けたのであった。また，カンザス州最高裁
判所は，教育費に学区間の差異があっても，教育費の不十分さは憲法の教育条項の定める「適切な
（suitable）財政支出」の条項に違反しないと述べた30）。同様にして，ウィスコンシン州最高裁判所は，
公平の訴えと適切・妥当性の訴えを結びつけることを退け，適切・妥当性とは，主要な教科において
生徒に「勉強がよくできるようになる機会」を与えることを州に課しているにすぎないと述べた31）。
こうしたことからミニマム適切・妥当性論は，以下の3つの要素を含んだものとなっている。第1
に，なにが適切・妥当な教育かを構成するのかについて裁判所はきわめて限られた定義を採用してい
るということである。すなわち，裁判所は，高い質の適切・妥当な教育を求める－というのではなく，
「ミニマムとして許容できる教育施設・サービス」，あるいは「基礎的な適切・妥当な教育」であれば
よいという言い方をしている。第2に，ミニマム適切・妥当性論は憲法上の適切・妥当な要件の範囲
を制限する可能性があるということである。たとえば，憲法の教育条項に「統一的な」教育という文
言がある場合に，裁判所は，統一性要件とは平等な教育費の支出を定めたものではなく，ただ1学年
の期間とかカリキュラムの内容というような事柄を定めているにすぎないと述べている。第3に，そ
れらの判決は教育が実態が適切・妥当なものになっているかどうかを十分に審理することはないとい
うことである。そこでは適切・妥当性とは，州が教育に支出した額，あるいは州の基準の存在から推
論されるか，あるいは原告によって示されるべきものとみなす。この第3の場合に，適切・妥当性の
内容を問うことなく，あるいは裁判所は「適切・妥当性」がなにを意味するかを考慮せずに，不平等
の問題を回避するために，あるいはそれを緩和するために適切・妥当性の観念を用いているにすぎな
いのである。しかし，そうしたすべての判決において明らかなことは，適切・妥当性は公平になんら
かの関わりをもつものではなく，州に通常の負担を課すにすぎないということである。
これらの判決においては，適切・妥当性論は裁判で認められず，あるいは採りあげられることさえ
もない。しかしながら，適切・妥当性の内容や意義を最小限度のものにしょうとする論は，衰退の傾
向にある。最近の裁判所の論述には原告が適切・妥当性の主張を持ち出さなくても，それについて触
れているものが多い。憲法上の不適切・妥当性が申し立てられた最近のほとんどの事案において裁判
所は問題を真剣に採りあげ，十分な事実認定のための調査を求めるか，あるいはそれを政治の問題と
して司法判断適合性の理由で退けている。
2　特定地域限定的適切・妥当性論
この論の要点は，地方学区によって供給される利用可能な資金と教育をより一層，平等なものにし
ようとするものであるが，学区間における完全な平等化の考えは斥ける。特定地域限定的適切・妥当
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性論は，学校財政制度改革の法的理論としての公平論がもつ実際的政治的欠陥に対応しようとする。
公平論に基づく訴訟においては州の裁判所は州憲法の平等保護条項を適用して学校財政制度の問題を
審理できるが，そうすると合衆国憲法の平等保護条項の下で違憲判決を下した合衆国最高裁判所のロ
ドリゲス判決とは別の解釈を，ときにはロドリゲス判決を否定する解釈を迫られことにもなる。そう
だとすれば州裁判所は平等保護条項に基づく審理に躊躇するであろう。連邦憲法には規定されていな
い，しかし州憲法には規定のある教育条項を争点とする適切・妥当性論はこうした問題を避けること
ができるのである。
特定地域限定的適切・妥当性の意義は，生徒1人あたり学区間の教育費の大きな格差が問題とされ
た初期の公平理論に見出された欠陥の1つの応えることができることである。すべての学区に最も裕
福な学区が有している資源と同様な資源を与えるには膨大な経費がかかる。教育費の格差をなくし公
平を達成するには，理論上では，すべての学区の教育費を最も裕福な学区のレベルにまで引き上げる
か，＿それとも最も裕福な学区の支出を低いレベルに落とすしかない。しかしながら，前者の場合には
膨大な経費がかかるし，後者の場合には広くゆきわたっている地方分権的な学区の意思決定の実践と
裕福な学区の政治的権力に挑戦することになる。州によっては地方学区の教育費支出の最高限度額を
設定しているところもあるが，裁判所は政治的な問題に発展するであろうそうした措置を肯定するこ
とに躊躇を示すであろう。さらにまた，公立学校の質が次第に問題視されるようになり，多くの人が
教育の卓越性の達成に大きな関心をいただくようになって，たとえ裕福な学区の教育といえどもそこ
での教育に支出を制限するようなことに疑問をいだく裁判官も現れている。
貧困学区の水準をあげる適切・妥当性論は，こうした問題に対して資源（主に州補助金）を裕福で
ない学区により多く注ぎ，裕福な学区にはより高い支出レベルを認めることによって対処しようとし
ている。換言すれば，こうした見解に立つ裁判所は適切・安当性を貧困学区の教育の質を改善する手
段として用いるのである。それによって貧困学区が裕福な学区に全く平等であるような措置を求める
ことなく，以前よりは教育費の支出レベルをあげ，より大きな平等の実現を達成するというわけであ
る。
新展開期の訴訟・判決ではオハイオ州のデュロルフ第1判決が限定的適切・妥当性論を採用してい
る。その判決でオハイオ州最高裁判所は，原告学区は，現在の学校財政制度は州憲法の「ゆきとどい
て効率的な」教育条項の要件に違反すると判示した。原告学区は「資金に枯渇して」おり，それゆえ
教員，建物，設備がきわめて不十分であり，教育プログラムも他の学区に比べてきわめて劣ったもの
となっており，不十分な教育費とその結果としてのこうした不平等な教育は適切・妥当性訴訟を提起
するに十分な理由となっているというのである。しかしながら，判決では教育費支出あるいは教育プ
ログラムの完全な平等は求められないと述べている32）。
マサチューセッツ州最高裁判所のマクダフィー判決も，「州は，すべての公立学校の生徒に『適切
な』な教育を与える憲法上の義務を果たさなければならない」33）としながらも，州憲法の教育条項は
生徒1人あたり平等な教育費を求めていないと述べた。他にカンザス州最高裁判所も同様な判決を下
40　　　アメリカ学校財政制度訴訟の新展開（2）－平等論から適切・妥当性論への志向－（白石）
している34）。
かくて，貧困学区の水準を上げる適切・妥当性論は完全な平等化を求める論よりも穏やかなもので
あり，経費も少なくて済み，地方のローカル・コントロールへの余地を残すものとなっている。とは
いえ，こうした1部の貧困学区に限って教育資源の配分を多くしようとする論は，公平とはいえない。
そして新展開期の訴訟の経過のなかで，次第に積極的適切・妥当性論に取って代わられるようになっ
たのである。
3　公平性を加味した適切・妥当性論
おそらく学校財政制度訴訟のなかでもっとも重要な発展は，公平性を加味した適切・妥当性論の台
頭であろう。公平性を加味したこの論は，すでに生成期のロビンソン判決35），展開期のポーリー判
決36）に遡ることができるが，新展開期のローズ判決により決定的なものになったといえよう。また，
ロとズ判決ほど適切・妥当性という文言を強く表明していないが，＿実質的に適切・妥当性裁判になっ
たアポット判決37）も新展開期における典型的な公平性を加味した適切・妥当性論に基づく判決であ
る。公平性を加味した適切・妥当性論は，学校財政制度改革を進めた公平論がもっている欠陥に対処
する3つの互いに関連する要素を内包している。
第1に，公平性を加味した適切・妥当性論はある特定の集団の生徒，とりわけ都市の貧困学区の生
徒が真に適切な教育が受けられるように，その集団にもっと多くの教育費を支出するような学校財政
制度のニーズを充たすことを求める。その意味で公平性を加味した適切・安当性論は，「異なる者に
は異なる扱いをする」という「水平的公平」を図る論である。
ところで都市学区は産業・商産が集中しているために資産が豊かであり，そのため学区の税収入も
多い。それゆえ州からの補助金も当然少なくなるが，実際には都市学区には都市であるがゆえの経費
の過重負担（犯罪が多い，医療・福祉関係の費用がかさむ，施設・設備が老朽化しているなど）に加
えて，都市学区特有の教育の過重負担（教育困難な子どもが多い，施設・設備が老朽化しているな
ど）により慢性的な教育費不足に陥っている。展開期までのどの学区も一律的な公平論は都市学区の
そうした特有の教育ニーズに応えるものとはなっておらず，また州の対応をそうであったがために，
ニューヨーク州のレビットタウン訴訟38）のような都市の過重負担の解消を求める訴訟がいくつか提
起されたのである。公平性を加味した適切・妥当性論は，生徒のニーズを考慮した州補助金や学校財
政制度を考慮するので都市の過重負担のような問題は軽減されるのである。
新展開期の訴訟・判決において生徒のニーズを考慮した訴訟・判決は，ニュージャージー州のア
ポット判決がとりわけ著名であるが，他にノースカロライナ州のホークカウンティ判決がある39）。
公平性を加味した適切・妥当性論の第2の要素は，財政貧困な学区だけにだけでなく，州全域にわ
たってもっと多くの資金を教育に配分するように州に求める判決が少なくないということである。そ
のもっとも典型的な判決は，ケンタッキー州最高裁判所によるローズ判決であり，判決のなかで最高
裁はケンタッキー州の学校財政制度は教育資源の支援と教育達成において不適切であり，それゆえ州
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全体にわたる教育への資源の増加を命令している。こうした論点で判決を下しているのが，例えば，
アラバマ，アーカンソー州の最高数判所の判決である40）。
第3の要素は，財政支出の問題を超える問題を扱うことである。適切・妥当性を命令した裁判所は，
州に憲法の定める規定に適う適切・妥当な教育とは何かの定義をするように命令し，カリキュラム，
教職員人事，施設などのインプットの要件を決定するように命令する。そして地方学区が適切・妥当
な教育を行っているかどうかについて州に効果的な監督を命令する。州の責任と監督には生徒の学力
の達成を評価する州の措置，地方学区の実績についての州の監視（モニタリング），そして地方学区
が失敗したときの州の措置を含むものとなっている。こうした点について述べた判決としては，カン
ザス，ニューハンプシャー，オハイオ，テキサス，アーカンソー，モンタナ，テネシー，ワイオミン
グ州の最高裁判所判決がある41）。これらの判決において教育内容の問題は財政問題と関連させて考え
られている。換言すれば，裁判所は適切・妥当性の判断を教育内容と教育費の関連のなかで行ってい
るとしさえよう。そのために適切・安当な教育のための費用の算出を求める判決もある（ア＿－カンソ一，
カンザス，モンタナ，ニューヨーク，オハイオ，テネシー，ワイオミング州の判決）42）。
こうした3つの要素を含んだ公平性を加味した適切・妥当性論は，新展開期における学校財政制度
訴訟のもっとも進んだ法理として評価される。
Ⅴ　適切・妥当性訴訟・判決の法理の意義と課題
以上に述べたように，1989年から始まるとされる新展開期のアメリカ学校財政制度訴訟において
は，公平性原則との関連を含みつつ，適切・妥当性論を主な論・争点として展開し，そのもっとも発
展した法理の形態として公平性を加味した適切・妥当性論がつくり出されている。生成期・展開期に
おいてポーリー判決など1部の州最高裁判所の判決で採用された相対的剥奪論と絶対的水準をセット
にした法理がより一般的なものとして受け入れられるようになったのである。そして，そのゆえに教
育機会の平等についても質の高いミニマム教育水準の達成を主な目的としつつ，公平性との関連が問
われつつその目的の達成が吟味されるという構図になっている。それによって教育費と教育内容の両
面において相対的な意味の公平性と適切な水準の確保が可能になっているといえよう。
しかしながら，適切・妥当性論が今後のアメリカ学校財政制度訴訟の中心的な論点として生き続け
るのかどうかは不明である。エンリッチ（EnrichP，）は，適切・妥当性論の弱点として以下のよう
な点をあげている43）。
第1に，適切・妥当性は定義が難しい。というのは適切・妥当性を判断するにあたって，裁判所は，
適切・妥当性とは何についての適切・妥当性なのか，それは学校財政制度についてなのか，カリキュ
ラムについてなのか，教育のインプットについてなのか，生徒の学業の成果（アウトカム）につい
てなのかを最初に確定しなければならない。そしてまた裁判所は，州憲法の規定に適う適切なレベル
を決めなければならない。もし生徒が裁判所や議会によって設定された基準に達しているならば，州
は適切な教育を提供しているということになる。しかしながら，裁判所は外部環境が生徒の学業に影
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響を与えているという理由で，州が適切な教育を提供しているかどうかを決定するにあたってアウト
プットの基準を用いることに躊躇するかもしれない。
第2に，裁判所は権力分立のゆえに適切・妥当性に関する判断を回避するかもしれない。新展開期
に訴訟においてもロードアイランド州とイリノイ州の最高裁判所がそうした観点から学校財政制度の
合憲性判断を回避している。適切・妥当性論が浸透していくなかで裁判所が立法の役割を担うように
なってきたが，そうした役割に危供を覚える裁判所も増えている。1990年代の当初に違憲判決を下
したマサチューセッツ州最高裁判所（マクダフィー判決）とオハイオ州最高裁判所（デュロルフ判決）
が後に合憲判決を下したのも，三権分立を考慮しての合憲判決である。
第3に，裁判所と議会は適切・妥当性論の主張どおりのことを実現しようとすれば，膨大な経費が
かかると判断するかもしれない。そうなると裁判所は適切・妥当性の基準を採用することに躊躇する
であろう。マサチューセッツ州最高裁判所が後のバンコック判決舶）で合憲判決を下したのも，経費
の問題が一因であった。
第4に，適切・妥当性基準は，公平基準では認められない格差を容認する。とりわけ公平性をあま
り考慮しないミニマム適切・妥当性論や公平性の適用を1部に限定する適切・妥当性論の場合にその
可能性が高い。ミニマムの基準を充たしていても他との相対的関係においてその水準がきわめて低い
ときには，そうした教育を受ける生徒は絶対的剥奪に近い状態に置かれる。
以上のことは適切・妥当性論の弱点であると同時に課題でもある。ローズ判決で始まり，新展開期
の学校財政制度訴訟を主導することになった適切・妥当性論であるが，今後，学校財政制度訴訟のな
かでどのように展開していくのか，それは学校財政制度訴訟をさらに発展させるものとなっていくの
か，それとも課題が表出して，たとえば，公平性論に取って代わられるのか，その動向が注目される。
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